
  札幌市盲ろう者通訳・介助員派遣事業実施要綱 

平 成 1 4年 3月 2 8日 

保健福祉局理事決裁 

（目的） 

第１条 盲ろう者通訳・介助員派遣事業（以下「事業」という。）は、単独では意思疎通

及び外出並びに文書読解が困難な重度盲ろう者が、社会生活上必要不可欠な外出及び余

暇活動や社会参加のための外出をするときにおいて付き添いを必要とする場合、法律上

の権利を行使又は義務を履行するときにおいて通訳を必要とする場合あるいは公文書又

は重要な私文書の代読が必要な場合に、通訳・介助員（以下「介助員」という。）を派

遣し、意思疎通及び外出並びに文書読解の手段を確保することにより重度盲ろう者の自

立と社会参加を促進することを目的とする。 

（実施主体） 

第２条 事業の実施主体は、札幌市とする。 

２ 市は、事業の一部を適当と認める法人（以下「受託者」という。）に委託することが

できる。 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号の定める

ところによる。 

(1) 重度盲ろう者 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の

規定により身体障害者手帳（以下「手帳」という。）の交付を受けた者であって、同

法別表第一（視覚障害）及び第二（聴覚障害）の両方に該当し、視覚障がい及び聴覚

障がいを合わせた障害程度等級が２級以上の者をいう。 

(2) 公文書 官公庁が作成したものであって、墨字により構成されている文書をいう。 

(3) 重要な私文書 公文書以外の墨字により構成されている文書であって、代読をしな

いことにより日常生活に著しい支障をきたすおそれのある文書をいう。  

(4) 住所 身体障害者手帳に記載されている現住所をいう。 

(5) 利用者 第５条第３項の規定により名簿に登録された者をいう。 

（利用対象者） 

第４条 事業の利用対象者は、市内に住所を有する者であって、次の各号の全てに該当す

る者とする。 

(1) 満１８歳以上の重度盲ろう者 

(2) 介助員の付き添いがなければ単独では意思疎通及び外出並びに文字読解が困難な者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、利用対象者とはし

ない。 

(1) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）、感染症



の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）等

の規定により病院又は診療所への入院が必要とされている場合  

(2) 社会福祉法第２条第２項に規定する第一種社会福祉事業を行う施設（以下「施設

等」という。）に入所している場合 

(3) その他派遣することが不適当であると認められる場合 

（利用登録の決定等） 

第５条 この事業による介助員の派遣を希望する者は、あらかじめ、盲ろう者通訳・介助

員利用登録申請書（様式１）を受託者に提出しなければならない。  

２ 受託者は、前項の規定に基づく申請を受理したときは、速やかに申請者の身体状況や

世帯状況等を調査し、利用登録の要否を決定するとともに、その旨申請者に通知するも

のとする。 

３ 受託者は、前項の規定に基づき利用登録を要すると決定したときは、盲ろう者通訳・

介助員利用登録者名簿（以下「名簿」という。様式２）に登録するものとする。  

（登録内容の変更等） 

第６条 利用者が次の各号に該当するときは、利用者又は利用者の扶養義務者等は、盲ろ

う者通訳・介助員利用者異動届（様式３）により速やかに受託者に届出なければならな

い。 

(1) 氏名を変更したとき 

(2) 住所を変更したとき 

(3) 手帳を返還したとき 

(4) 施設等に入所したとき 

(5) 手帳に記載されている障害名に変更を生じたとき 

２ 受託者は、前項の届出を受けたときは、必要に応じ、名簿を修正するものとする。 

（利用登録の取消） 

第７条 受託者は、利用者が次の各号のいずれかに該当する場合には、利用登録を取り消

すことができる。 

(1) 第４条第１項に規定する利用対象者に該当しなくなったとき  

(2) 第４条第２項各号のいずれかに該当するに至ったとき 

(3) この要綱に違反したとき 

(4) 偽りその他不正の手段で利用登録の決定を受けたとき 

(5) その他受託者が利用を不適当と認めたとき 

２ 前項の規定により登録を取り消したときは、利用者又は利用者の扶養義務者等に通知

するとともに、名簿から消除するものとする。 

（利用の停止） 

第８条 受託者は、利用者が次の各号のいずれかに該当する場合には介助員の派遣を停止



することができる。 

(1) 第６条第１項の届出を正当な理由なく行なわないとき。 

(2) 市長又は受託者が求める書類を正当な理由なく提出しないとき。  

(3) その受託者が利用を停止することが適当と認めたとき。 

２ 前項の規定により利用の停止を決定したときは、利用者にその旨通知するものとする。 

（利用の事由） 

第９条 この事業による介助員の派遣対象は、次の各号の外出、通訳又は代読（以下「外

出等」という。）のうち、原則として１日の範囲内で用務を終えることが可能なものと

する。 

(1) 社会生活上必要不可欠な外出をする場合 

(2) 社会参加促進の観点から日常生活上必要な外出をする場合 

(3) 法律上の権利を行使又は法律上の義務を履行するために通訳を必要とする場合 

(4) 公文書又は重要な私文書の代読を必要とする場合 

(5) 入院中の病院又は診療所において、通訳又は代読を必要とする場合  

(6) 介護保険サービス利用時に、通訳又は代読を必要とする場合（ただし、常態的な介

護サービスの代替とならないよう留意すること。） 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する外出等には、介助員を派遣

しない。 

(1) 通勤、営業活動等の経済活動に係る外出等 

(2) 通年かつ長期にわたる外出等 

(3) 社会通念上、事業を適用することが適当ではない外出等 

(4) その他、障がい保健福祉部長が事業を適用することが適当ではないと認める外出等  

３ 前２項の規定の細目は障がい保健福祉部長が別に定める。 

 （通訳介助の内容） 

第１０条 介助員が行う通訳介助の内容は、次に掲げるもののうち、必要と認められるも

のとする。 

(1) 外出時における移動の介助 

(2) 外出時における身辺介助 

(3) 通訳 

(4) 公文書又は重要な私文書の代読 

（介助員の要件等） 

第１１条 介助員として活動することができる者は、次の各号の全てに該当する者とする。 

(1) 盲ろう者福祉に熱意と理解を有し、心身ともに健全な満１８歳以上の者 

(2) 札幌市が実施する盲ろう者通訳・介助員養成研修の修了者（以下「修了者」とい

う。）又は修了者と同程度以上の技術、知識及び経験を有すると受託者が認めた者 



２ 介助員として活動することを希望する者は、盲ろう者通訳・介助員登録申請書（様式

４）により受託者に申請するものとする。 

３ 受託者は、前項の申請を受けた場合、申請者が介助員として活動することが適当であ

ると認めたときは、介助員として登録することができる。 

４ 第１２条の規定により登録を取り消された者が、再度、介助員として活動を希望する

場合は、厚生労働省が示す盲ろう者向け通訳･介助員の養成カリキュラムに沿った養成講

座等を受けなければならない。ただし、第１２条第１項第３号に該当したことにより取

消を受けた者で、市長が特に認めたものについてはこの限りではない。  

（介助員の取消） 

第１２条 介助員が次の各号のいずれかに該当する場合は、受託者は当該介助員の登録を

取り消すことができる。 

(1) 第１３条に規定する研修を３年以上受けていない者 

(2) 北海道と札幌市が共同で実施する研修を原則３年以上受けていない者 

(3)  札幌市近郊以外に転出し介助員として活動する見込みがない者  

(4)  登録者の辞退の意思を書面で提出した者 

(5)  第１５条及び第１６条の規定に違反した者 

(6)  所在が確認できない者 

(7)  その他介助員として不適当と認めた者 

２ 受託者は、介助員の登録を取り消した場合は、速やかに市長にその旨を通知するもの

とする。 

（介助員の研修） 

第１３条 受託者は、登録されている介助員に対する研修を年１回以上実施するものする。 

（身分証明書の携行） 

第１４条 介助員は、業務遂行中、受託者の発行する介助員としての身分を証明する証票

を携行しなければならない。 

（介助員の服務） 

第１５条  介助員は、次の各号に留意し、安全かつ確実に付添い、介助を行わなければな

らない。 

(1) 利用者の個人的な事情に立ち入らないこと。 

(2) 公私の別を明確にし、職務に専念すること。 

（秘密の保持） 

第１６条 介助員は、その活動にあたって、利用者の人格を尊重するとともに、利用者の

身上等に関して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。介助員の登録の取消後も同様

とする。 

（利用手続） 



第１７条 介助員の派遣を希望する利用者は、原則として介助員の派遣を希望する日の５

日前までに受託者に申し込むものとする。 

２ 前項の申し込みを受けた受託者は、利用の目的等を考慮し、介助員の派遣を必要と認

めたときは、介助員を派遣することができる。 

３ 前項の規定により派遣する介助員は、利用者の希望、障害の状況、家庭環境及び利用

の目的等を考慮し、受託者において適当と判断した介助員とする。ただし、利用者の配

偶者（内縁関係を含む。）及び３親等内の親族並びに同居人を介助員として派遣するこ

とはできない。 

（利用時間等） 

第１８条 介助員を利用することができる時間帯は、午前８時から午後５時までとする。

ただし、午後５時から午後９時までの時間帯については、受託者が特に必要と認めた場

合は利用することができる。 

２ 介助員の活動区域は、札幌市内及び近隣市町村で１日の範囲内で用務を終えることが

可能な区域とする。 

 （広域にわたる派遣） 

第１８条の２ 前条第２項の規定にかかわらず、利用者が市外において通訳介助を必要と

する場合（第９条第１項の事項に限り、同条第２項の事項を除く。）は、他の地方公共

団体等に登録された介助員を第１１条第３項の規定により登録された介助員とみなし、

派遣することができる。  

（費用負担） 

第１９条 外出等に伴う経費及び利用者が負担すべきと認められる経費については、利用

者が負担するものとする。 

（事業報告等) 

第２０条 介助員は、活動した月の札幌市盲ろう者通訳・介助員業務報告書（以下「活動

報告書」という。様式５）を翌月５日までに受託者に提出するものとし、受託者は、当

該活動報告書を確認し、札幌市盲ろう者通訳・介助員派遣実施状況報告書（様式６）と

ともに、その月の１５日までに市長に提出するものとする。 

（報酬等の支払い） 

第２１条 受託者は、前条の活動報告書に基づき、報償費（活動１回あたり３，０００円

とする。）及び通訳介助前後の交通費実費相当額を支払うものとする。ただし、活動時

間が２時間を超える場合は、２時間を超えた部分の活動時間を月単位で合算した時間数

（３０分以内の端数が生じた場合は０．５時間とし、３０分超１時間未満の端数が生じ

た場合は１時間とする。）に、１，５００円を乗じた額を加算するものとする。  

２ 前項の規定にかかわらず、第１８条の２の規定に基づく派遣における報償費及び経費

等の額については、当該他の地方公共団体等における基準等によることができるものと



する。 

（事故責任） 

第２２条 介助員が所定の業務を遂行中、介助員の過失により利用者の身体、生命又は財

産に損害を与えた場合は、札幌市が損害の責を負うものとする。 

（関係機関との連絡） 

第２３条 事業の実施にあたっては、区役所等関係機関と密接な連絡のもとに行うものと

する。 

（その他） 

第２４条 この要綱の施行に関し、必要な事項は、障がい保健福祉部長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１６年６月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年５月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 附 則 

（施行日） 

１ この要綱は、平成２９年１２月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成３０年３月３１日までの間、改正後の第１７条第３項の規定中「１年度（４月１

日から翌年３月３１日までをいう。）」とあるのは「平成２９年１２月１日から平成３



０年３月３１日まで」と、「原則３６０時間」とあるのは「原則１２０時間」と読み替

えるものとする。 

 附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年８月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



細目 

 

札幌市盲ろう者通訳・介助員派遣事業利用対象事由 

 

１ 利用の対象となる事由 

事由 利用内容 備考 

社会生活上必要不可欠な

外出 

行政機関等に関わる手続き、相談等 

医療機関への受診等 

（外出先の例） 

市役所、区役所、裁判

所、警察署、病院等 

社会参加促進の観点から

日常生活上必要な外出 

買物、理美容、冠婚葬祭、金融機関

の利用、講習会、指文字・指点字・

手話等盲ろう者のコミュニケーショ

ン手段取得についての勉強会等 

（外出先の例） 

デパート、理容院、美容

院、結婚式場、葬儀場、

銀行、郵便局、各種会場

等 

居宅における法律上の権

利を行使又は法律上の義

務を履行するための通訳 

権利義務関係・人間関係など通訳を

介し、正確に伝えなければならない

場合等の通訳 

※ 誹謗中傷を行うことを

目的とするものは除く。 

居宅における公文書又は

重要な私文書の代読 

官公庁からの文書、代読しないこと

により重大な支障を及ぼすことが予

想される私文書、外出時に提示され

た文書であって代読しなければ目的

を達し得ない文書等の代読 

※ 代読しなくても支障を

及ぼすおそれのない文書

（雑誌・本等）は除く。 

２ 利用の対象とならない外出等 

 

事由 利用内容 

通勤、営業活動等の経済活動に

係る外出等 

通勤、営利を目的とした活動 

通年かつ長期にわたる外出等 通学、通所（施設・作業所） 

社会通念上、事業を適用するこ

とが適当ではない外出等 

宗教活動、政治活動、ギャンブル、公序良俗に反する外

出、主に飲酒を目的とする外出等 

その他、障がい保健福祉部長が事業を適用することが適当ではないと認める外出等 


